
(1)　利子所得等の課税状況

支 払 金 額 源 泉 徴 収 税 額
障害者等非課税・
財形貯蓄非課税分
支 払 金 額

その他の非課税分
支 払 金 額

支　払　金　額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

6,506,880 976,032 148,189 147,717,151 154,372,220 976,032

10,278,920 1,541,838 1,503,797 100,350,500 112,133,217 1,541,838

郵 便 貯 金 143,326,413 21,498,962 15,836,621 557,803 159,720,837 21,498,962

銀 行 預 金 250,156,940 37,523,541 2,756,494 24,232,008 277,145,442 37,523,541

銀行以外の金融機関の預金 75,433,666 11,315,050 1,351,100 65,204,309 141,989,075 11,315,050

勤 務 先 預 金 9,653,586 1,448,038 19,988 -              9,673,574 1,448,038

5,542,526 831,379 3,476,931 192,911 9,212,368 831,379

813,280 121,992 13,115 1,006 827,401 121,992

501,712,211 75,256,832 25,106,235 338,255,688 865,074,134 75,256,832

10,961,793 1,644,269 -              170,455 11,132,248 1,644,269

2,617,869 440,414 600 -              2,618,469 440,414

-              -              -              -              -              -              

515,291,873 77,341,515 25,106,835 338,426,143 878,824,851 77,341,515

調査対象等：平成19年２月から平成20年１月までに利子等の支払者から提出された「利子等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

定 期 積 金 の 給 付 補 て ん 金 等

匿名組合契約等に基づく収益の
分 配 、 生 命 保 険 等 の 差 益

小　　　　　計

割 引 債 の 償 還 差 益

３－３　所得種類別課税状況

公 社 債 投 資 信 託 の 収 益 の 分 配

合　　　　　計非　課　税　分課　　税　　分

区　　　　　分

公 債

社 債

合 同 運 用 信 託 の 収 益 の 分 配

預 貯 金

大阪国税局
源泉所得税３

（Ｈ19）



(2)　配当所得の課税状況

非　課　税　分

支払金額 源泉徴収税額 支払金額 支払金額 源泉徴収税額 支払金額 源泉徴収税額

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

利益又は利息の配当、剰余金の分配、
基金利息の分配、特定証券投資法人の
投資口の配当等

1,463,347,255 284,917,623 232,543,052 243,911,138 17,766,956 1,939,801,445 302,684,579

1,169 176 1,372 1,966,030 140,213 1,968,571 140,389

計 1,463,348,424 284,917,799 232,544,424 245,877,168 17,907,169 1,941,770,016 302,824,967

合 計

投資信託（公社債投資信託及び公募公
社債等運用投資信託を除く。）及び特
定目的信託の収益の分配

区　　　　　分
一　般　課　税　分 特 例 税 率 適 用 分

調査対象等：平成19年２月から平成20年１月までに提出された「配当等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

大阪国税局
源泉所得税３
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(3)　上場株式等の譲渡所得等の課税状況

千円 千円

源泉徴収選択口座内保管
上場株式等の譲渡所得等

604,792,074 42,083,134

調査対象等：　平成19年２月から平成20年１月までに上場株式等の譲渡の対価の支払者から提出された
　　　　　　「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額の所得税徴収高計算書」等に基づいて作
　　　　　　成した。

区　　　　　　　分
源泉徴収選択口座内

調整所得金額等
源　泉　徴　収　税　額

大阪国税局
源泉所得税３
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(4)　給与所得及び退職所得の課税状況

支　払　金　額 源 泉 徴 収 税 額 支　払　金　額 源 泉 徴 収 税 額 支　払　金　額 源 泉 徴 収 税 額

千円 千円 千円 千円 千円 千円

俸 給 ・ 給 料 ・ 賞 与 4,641,441,803 194,539,573 34,703,045,455 1,353,348,778 39,344,487,258 1,547,888,351

日 雇 労 働 者 の 賃 金 9,124,343 222,473 302,767,984 4,523,337 311,892,327 4,745,810

計 4,650,566,146 194,762,046 35,005,813,439 1,357,872,115 39,656,379,585 1,552,634,161

455,703,175 7,793,508 2,296,398,076 39,203,311 2,752,101,251 46,996,819

- - - 56 - 56

調査対象等：

用語の説明：

２　徴収猶予とは、通常の法定納期限に徴収しないで、一定の期間徴収手続を猶予することをいう。したがって、一定の期間、納期限を延長する、いわ
　ゆる延納制度とは異なるものである。

給 与 所 得

区　　　　　分
官 公 庁 そ の 他 合 計

　給与等の支払者から平成20年４月30日までに提出された「法定調書合計表（給与所得の源泉徴収票、退職所得の源泉徴収票）」及び平成19年２月から
平成20年１月までに提出された「給与所得、退職所得等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

１　法定調書とは、所得税法の規定により税務署長に対して、その提出を義務付けられている書類をいい、原則として翌年１月31日までに提出すること
　となっている。法定調書の種類は多数にのぼっており、例えば①利子等の支払調書、②配当及び剰余金の分配の支払調書、③報酬、料金、契約金及び
　賞金の支払調書、④給与所得の源泉徴収票、⑤非居住者に支払われる給与、給付及び役務の報酬の支払調書がある。

退 職 所 得

災害減免法により徴収猶予したもの

大阪国税局
源泉所得税３
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(5)　報酬・料金等所得の課税状況

千円 千円

原 稿 料 、 作 曲 料 、 放 送 謝 金 、 講 演
料 等 の 報 酬 又 は 料 金

117,552,642 12,597,671

弁 護 士 、 税 理 士 等 の 報 酬 又 は 料 金 430,622,905 45,215,028

診 療 報 酬 401,068,621 35,078,707

職 業 野 球 の 選 手 、 騎 手 、 外 交
員 等 の 報 酬 又 は 料 金

306,970,165 16,574,892

芸 能 等 に つ い て の 出 演 ・ 演 出 等 の
報 酬 又 は 料 金

35,756,866 3,601,907

バ ー 、 キ ャ バ レ ー の ホ ス テ ス 等
の 報 酬 又 は 料 金

63,251,477 4,023,115

契 約 金 ・ 賞 金 7,039,143 569,572

　小　　　　　　　　　計　 1,362,261,819 117,660,892

1,176,068,352 45,778,747

822,479,837 12,092,191

153,098 10,475

3,360,963,106 175,542,305

- -

調査対象等：　報酬・料金等の支払者から、平成20年４月30日までに提出された「法定調書の合計表
　　　　　　（報酬・料金・契約金及び賞金の支払調書）」及び平成19年２月から平成20年１月まで
　　　　　　に提出された「報酬・料金等の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

計

法 第 203 条 の ２ 該 当 （ 公 的 年 金 等 ）

源泉徴収税額支　払　金　額

災 害 減 免 法 に よ り 徴 収 猶 予 し た も の

区　　　　　　　　　　分

法 第 174 条 該 当 （ 馬 主 に 支 払 わ れ る 競 馬 の 賞 金 等 ）

法 第 207 条 該 当 （ 生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 ）

法
　
第
2
0
4
条
　
該
当

大阪国税局
源泉所得税３
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(6)　非居住者等所得の課税状況

課税分
非課税又
は免税分

総　額

千円 千円 千円 千円

公 社 債 ・ 預 貯 金 の 利 子 等 5,287,646 -           5,287,646 550,230

利益又は利息の配当、剰余金の分配、基金利息の分
配、特定証券投資法人の投資口の配当等、投資信託
（公社債投資信託及び公募公社債等運用投資信託を除
く。）及び特定目的信託の収益の分配

346,698,510 -           346,698,510 20,891,852

匿 名 組 合 契 約 に 基 づ く 収 益 の 分 配 77,226 -           77,226 15,445

給 与 ・ 賞 与 等 13,116,824 15,496,638 28,613,462 2,610,332

退 職 所 得 2,481,145 150,223 2,631,368 491,481

役 務 の 報 酬 8,339,151 564,570 8,903,721 1,669,346

工業所有権その他の技術に関する権利等の使用料
又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価

109,578,068 128,055,939 237,584,007 11,812,011

著 作 権 の 使 用 料 又 は そ の 譲 渡 に よ る 対 価 4,154,554 20,023,529 24,178,083 486,226

貸 付 金 の 利 子 5,201,659 -           5,201,659 597,529

不動産、採石権の貸付、租鉱権の設定又は航空機、
船 舶 の 貸 付 に よ る 所 得

2,367,724 1,236,705 3,604,429 473,032

機 械 等 の 使 用 料 407,168 67,904 475,072 64,555

土 地 等 の 譲 渡 に よ る 対 価 2,129,074 -           2,129,074 212,361

人 的 役 務 提 供 事 業 の 対 価 3,022,798 1,589,937 4,612,735 572,589

生 命 保 険 契 約 等 に 基 づ く 年 金 66,802 -           66,802 4,401

賞 金 11,338 19 11,357 629

合　　　　　計 502,939,687 167,135,464 670,075,151 40,452,020

調査対象等：　平成20年４月30日までに非居住者等の給与等の支払者から提出された「法定調書の合計表（非居住者等に
　　　　　　支払われる給与等の支払調書）」及び平成20年１月までに提出された「非居住者・外国法人の所得について
　　　　　　の所得税徴収高計算書」等に基づいて作成した。

支払金額
源泉徴収税額区　　　　　分

大阪国税局
源泉所得税３

（Ｈ19）


